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 2023年３月発信で全国35都道府県327校の私立高

校と 25 都府県 152 校の私立中学校の協力を得てとり

くまれた「2022年度(2023年3月)末私立高校生・中

学生の経済的理由による退学と学費滞納調査」。マスコミ

12 社が文科省記者会に集まる中結果発表を行いました。

中退率、滞納生徒数及び率ともに微増という結果に記者の

注目もあつまりました。 

 発表内容の概要は以下のとおりです。 

2022 年度末の経済的理由による高校中退生徒数は、

34 人でした。’21年度末の人数を 4人上回る数です。

中退率（中退生徒数／調査対象生徒総数）は 0.013%

となり、前年の 0.012%と比較して 0.001 ポイント上

昇しています。 

経済的理由で中退した生徒のいる学校数は 10都県 22

校、調査回答のあった高校数の6.7%（昨年度12都県

16 校 4.8%）です。中退生徒数を経済的理由で中退し

た生徒のいる学校数で除した1校平均は1.83人（昨年

度 1.9 人）です。経済的理由で中退した生徒が複数名

出た学校は6校で、最高人数は6名（昨年度4名）で

した。 

 調査対象の生徒の中で、学年末に「3 か月以上の学

費滞納」を抱えたままの生徒の数です。27 都府県 92

校で600名となっています。この人数は調査対象生徒

総数の0.22% とあたります。過去最低だった昨年度の

444人 0.16%を 0.06ポイント上回る数値で、「高等学

校等就学支援金」2020年度制度拡充前の2019年度の

数字に近づく数値となっています。 

 今回の調査において滞納生徒の割合が高い自治体は、

高知県、岡山県、大阪府の3府県です。2021年度滞納

率が最も高かった青森県は、滞納率が0.03ポイント低

下し4番目になり、3番目にたかった岩手県は0.11ポ

イント下げて5番目になっています。 

 6 ヶ月以上の滞納生徒数は昨年よりも増加していま

す。また、調査対象生徒総数に対する割合も昨年を0.03

ポイント上回りました。3 か月以上の学費滞納生徒数

に対する割合は 47.8%で昨年度より 0.02 ポイント減

少しています。しかし学費滞納生徒の約半数が長期滞

納傾向にある点は昨年度と同様です。最長の滞納月数

は12か月となっています。 

  中学生の中退率（中退生徒数／対象生徒総数）は

0.01％で、昨年度と同じ数値となっています。この中

退生徒のうち「コロナ禍が原因」と把握されている生

徒は2県2人で、こちらも昨年度と同数でした。 

 学費滞納率（滞納生徒数／対象生徒総数）は0.05%

で昨年の0.09%から0.04ポイント減少しました。学費

滞納生徒のうち「コロナ禍が原因」と把握されている

生徒は5都県6校6人で昨年よりも1校1人増加して

います。滞納生徒に対する率では20％となり、昨年度

の 10％、一昨年度 15.4%よりも率が上昇しています。

また滞納生徒が複数いる学校は3県4校あり、最多人

数は5人でした。 

また、この中で6か月以上滞納の生徒は10校に12人

となっており、昨年の20人よりも8人減少しました。

3 か月以上の学費滞納生徒の 40.0%にあたり、昨年度

の40.8%より0.8ポイント減少しています。ただし17

か月滞納が1件あります。 
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